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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　色材を含有するインクと共に用いられ、記録媒体において前記インクと接触することに
よって前記インク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液であって
、
　前記反応液が、カルシウムイオン、グリセリン、及び平均分子量が２００以上１，００
０以下のポリエチレングリコールを少なくとも含有してなり、かつ、前記反応液の表面張
力が２５℃において２７ｍＮ／ｍ以上３０ｍＮ／ｍ以下であり、
　前記カルシウムイオンの含有量Ａ（質量％）が、反応液全質量を基準として２．７質量
％以上４．３質量％以下であり、
　反応液全質量を基準とした、前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及び前記ポリエチレ
ングリコールの含有量Ｃ（質量％）の合計が、前記カルシウムイオンの含有量Ａ（質量％
）に対して６倍以上１１倍以下であり、
　前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及び前記ポリエチレングリコールの含有量Ｃ（質
量％）の合計に対する前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）の割合（Ｂ／（Ｂ＋Ｃ））が
、０．３以上０．７以下であることを特徴とする反応液。
【請求項２】
　前記反応液が、さらに緩衝剤を含有してなる請求項１に記載の反応液。
【請求項３】
　前記反応液中の前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）が、反応液全質量を基準として４
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．０質量％以上３０．０質量％以下である請求項１又は２に記載の反応液。
【請求項４】
　前記反応液中の前記ポリエチレングリコールの含有量Ｃ（質量％）が、反応液全質量を
基準として４．０質量％以上３０．０質量％以下である請求項１乃至３のいずれか１項に
記載の反応液。
【請求項５】
　前記反応液が、さらに界面活性剤を含有し、前記界面活性剤がアセチレングリコールの
エチレンオキサイド付加物であり、かつ、反応液中の前記界面活性剤の含有量（質量％）
が、反応液全質量を基準として０．３０質量％以上０．８０質量％以下である請求項１乃
至４のいずれか１項に記載の反応液。
【請求項６】
　色材を含有するインクと、記録媒体において前記インクと接触することによって前記イ
ンク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液と、を有するインクと
反応液とのセットであって、
　前記反応液が、請求項１乃至５のいずれか１項に記載の反応液であることを特徴とする
インクと反応液とのセット。
【請求項７】
　色材を含有するインクを吐出する記録ヘッド、インクを収容するインク収容部を有する
インクカートリッジ、及び記録媒体において前記インクと接触することによって前記イン
ク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液を記録媒体に付与する手
段、を少なくとも有するインクジェット記録装置であって、
　前記反応液が、請求項１乃至５のいずれか１項に記載の反応液であることを特徴とする
インクジェット記録装置。
【請求項８】
　記録媒体において色材を含有するインクと接触することによって前記インク中の前記色
材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液を、記録媒体における前記インクと接
触し得る領域を少なくとも含むように記録媒体に付与する工程、及び前記インクをインク
ジェット方式により前記記録媒体に付与する工程、を少なくとも有する画像記録方法であ
って、
　前記反応液が、請求項１乃至５のいずれか１項に記載の反応液であることを特徴とする
画像記録方法。
【請求項９】
　前記反応液の記録媒体への付与量が、０．５ｇ／ｍ2以上３ｇ／ｍ2以下である請求項８
に記載の画像記録方法。
【請求項１０】
　前記反応液の前記記録媒体への付与が、塗布ローラーによって行われる請求項８又は９
に記載の画像記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反応液、インクと前記反応液とのセット、前記反応液を用いたインクジェッ
ト記録装置及び画像記録方法に関する。特に、反応液とインクとを併用して記録媒体に記
録を行う際に用いる反応液、インクと前記反応液とのセット、前記反応液を用いたインク
ジェット記録装置及び画像記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録方法として、通常のインクジェット用のインクとは別に、画像品位
を向上するための液体をインクの付与に先立って記録媒体に付与して画像を記録する様々
な方法が提案されている。例えば、塩基性ポリマーを有する液体を記録媒体に付与した後
、アニオン性染料を含有するインクで記録する方法（特許文献１参照）に関する提案があ
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る。また、反応性化学種を含有する第１の液体と、前記反応性化学種と反応を起こす化合
物を含有する液体とを、記録媒体において混合する記録方法（特許文献２参照）に関する
提案がある。また、１分子あたり２個以上のカチオン性基を有する有機化合物を含有する
液体を記録媒体に付与した後、アニオン性染料を含有するインクで記録する方法（特許文
献３参照）に関する提案がある。また、コハク酸などを含有する酸性液体を記録媒体に付
与した後、アニオン性染料を含有するインクで記録する方法（特許文献４参照）や、染料
を不溶化させる液体をインクに先だって記録媒体に付与する方法（特許文献５参照）に関
する提案がある。
【０００３】
　上述のいずれの方法も、記録媒体において染料を析出させることによって、画像の滲み
の抑制や、画像の耐水性を向上させようとするものである。しかし、複数のカラーインク
間のブリーディングを抑制する効果は不十分であり、また、析出した染料が記録媒体にお
いて不均一に分布し易いために、画質の均一感が低下することがあった。特に、記録媒体
として普通紙などを用いる場合には、パルプ繊維に対する析出した染料の被覆性が低いこ
とから、この傾向が顕著に生じる場合がある。
【０００４】
　一方、インクの色材として顔料を用いる場合、多色記録物での滲みを軽減する目的で、
顔料分散体を含有するインクと、多価金属を含有するインクとを組み合わせて用いるイン
クセットに関する提案がある（特許文献６参照）。しかし、この場合には、多価金属を含
有するインクとして、多価金属と色材との相性、すなわち、インクの安定性を考慮した多
価金属を用いる必要があるなどの制約があり、十分な画像濃度が得られない場合があるな
どの別の課題があった。
【０００５】
　これらの課題を解決し、画像の均一性や画像濃度の向上を達成しようとする様々な方法
が提案されている。具体的には、多価金属イオンを含有する液体組成物を予め記録媒体に
付与した後、前記液体組成物との反応性を有するインクで記録する方法などに関する提案
がある（特許文献７～１１参照）。しかし、これらの何れの方法を用いても、近年のさら
なる高画質化の要求をも満足するような高い画像濃度を得ることができなかったり、初期
と経時後に得られる画質が異なってしまったりすることがあった。
【０００６】
　また、インクが付与された記録媒体が、該インク中の水や水溶性有機溶剤などにより反
る、丸まるといった、所謂カールが起きるという別の課題がある。このカールを抑制する
方法として、従来から幾つかの方法が提案されている。例えば、分子構造中に水酸基を４
個以上有し、水又は水性有機溶媒に溶解可能である固体物質を含有するインクジェット用
インクに関する提案がある（特許文献１２参照）。また、カール防止剤として、糖類、糖
アルコール類、特定のアミド化合物を含有するインクに関する提案がある（特許文献１３
参照）。また、特定の多価アルコールとグリセリンを組み合わせて含有するインクに関す
る提案がある（特許文献１４参照）。また、溶媒、高分子バインダ、媒染剤、水溶性カー
ル防止化合物、水溶性糊抜き化合物、耐光性化合物、消泡剤などを含有するインクに関す
る提案がある（特許文献１５参照）。
【特許文献１】特開昭６３－６０７８３号公報
【特許文献２】特開昭６３－２２６８１号公報
【特許文献３】特開昭６３－２９９９７１号公報
【特許文献４】特開昭６４－９２７９号公報
【特許文献５】特開昭６４－６３１８５号公報
【特許文献６】特開平９－１１８８５０号公報
【特許文献７】特開昭６３－２９９９７０号公報
【特許文献８】特公平６－８６１４２号公報
【特許文献９】特開平９－２０７４２４号公報
【特許文献１０】特開平１１－３４９８７３号公報
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【特許文献１１】特開２０００－９４８２５公報
【特許文献１２】特開平４－３３２７７５号公報
【特許文献１３】特開平６－１５７９５５号公報
【特許文献１４】特開平１０－１３０５５０号公報
【特許文献１５】特開２０００－１９８２６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明者らの検討の結果、記録媒体における反応液からの成分などの蒸発や反応液の定
着性が不十分であることに起因する、記録媒体の表面の湿った感じ（以下、「しっとり感
」と呼ぶ）が発生し、記録物の風合いが損なわれる場合があることが明らかとなった。ま
た、反応液中の水や水溶性有機溶剤による記録媒体のカールも発生することが明らかとな
った。さらに、上記で挙げたような従来の何れの技術をもってしても、このしっとり感と
カールの発生は抑制できず、記録物の風合いが低下することもわかった。さらに、例えば
、塗布ローラーなどによって反応液を記録媒体の全面に付与するような場合は、インクを
付与しない部分（＝紙白部分）においてもしっとり感がより顕著に発生することもわかっ
た。
【０００８】
　また、本発明者らの検討によれば、互いに液体状態でインクと接触する反応液の記録媒
体への浸透性を向上させるために、反応液中の界面活性剤の含有量を増やすと、記録した
画像に滲み、すなわちフェザリングが発生し易くなることが判明した。
【０００９】
　更に、反応液に関しては、反応液中の成分などが蒸発した場合においても、析出物が発
生しないことも重要である。インクジェット方式により反応液を記録媒体に付与する場合
、記録ヘッドのノズル内における目詰まりを抑制するためにも、析出物の発生が抑制され
ていることが重要である。また、塗布ローラーにより反応液を記録媒体に付与する場合、
ローラーの表面への析出物による傷を防止し、記録休止後にローラーを再度稼動させる場
合などにおけるモーターの負荷を低減するためにも、析出物の発生が抑制されていること
が重要である。
【００１０】
　したがって、本発明の目的は、記録物におけるしっとり感やカールの発生が抑制され、
また、反応液における析出物の発生が抑制され、さらにはフェザリングの発生が抑制され
た優れた画質を得ることができる反応液を提供することにある。また、本発明の別の目的
は、インクと反応液とのセット、反応液を用いたインクジェット記録装置及び画像記録方
法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の目的は、以下の本発明によって達成される。すなわち、本発明にかかる反応液は
、色材を含有するインクと共に用いられ、記録媒体において前記インクと接触することに
よって前記インク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液であって
、
　前記反応液が、カルシウムイオン、グリセリン、及び平均分子量が２００以上１，００
０以下のポリエチレングリコールを少なくとも含有してなり、かつ、前記反応液の表面張
力が２５℃において２７ｍＮ／ｍ以上３０ｍＮ／ｍ以下であり、前記カルシウムイオンの
含有量Ａ（質量％）が、反応液全質量を基準として２．７質量％以上４．３質量％以下で
あり、反応液全質量を基準とした、前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及び前記ポリエ
チレングリコールの含有量Ｃ（質量％）の合計が、前記カルシウムイオンの含有量Ａ（質
量％）に対して６倍以上１１倍以下であり、前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及び前
記ポリエチレングリコールの含有量Ｃ（質量％）の合計に対する前記グリセリンの含有量
Ｂ（質量％）の割合（Ｂ／（Ｂ＋Ｃ））が、０．３以上０．７以下であることを特徴とす
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る。
【００１２】
　また、本発明の別の実施態様にかかるインクと反応液とのセットは、色材を含有するイ
ンクと、記録媒体において前記インクと接触することによって前記インク中の前記色材の
溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液と、を有するインクと反応液とのセットで
あって、前記反応液が、上記構成の反応液であることを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の別の実施態様にかかるインクジェット記録装置は、色材を含有するイン
クを吐出する記録ヘッド、インクを収容するインク収容部を有するインクカートリッジ、
及び記録媒体において前記インクと接触することによって前記インク中の前記色材の溶解
状態又は分散状態を不安定化させる反応液を記録媒体に付与する手段、を少なくとも有す
るインクジェット記録装置であって、前記反応液が、上記構成の反応液であることを特徴
とする。
【００１４】
　また、本発明の別の実施態様にかかる画像記録方法は、記録媒体において色材を含有す
るインクと接触することによって前記インク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安
定化させる反応液を、記録媒体における前記インクと接触し得る領域を少なくとも含むよ
うに記録媒体に付与する工程、及び前記インクをインクジェット方式により前記記録媒体
に付与する工程、を少なくとも有する画像記録方法であって、前記反応液が、上記構成の
反応液であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、記録物におけるしっとり感やカールの発生が抑制され、また、反応液
における析出物の発生が抑制され、さらにはフェザリングの発生が抑制された優れた画質
を得ることができる反応液が提供される。また、本発明の別の実施態様によれば、インク
と反応液とのセット、反応液を用いたインクジェット記録装置及び画像記録方法が提供さ
れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の好ましい実施の形態を挙げて、本発明を詳細に説明する。なお、本発明
においては、反応液中に存在するカルシウムを便宜上、「カルシウムイオン」と表現して
いるが、これは、反応液中においてカルシウムイオンの少なくとも一部が塩の状態で存在
する場合も包含するものである。
【００１７】
　＜反応液＞
　本発明の反応液は、色材を含有するインクと共に用いられ、前記インクと接触すること
によって前記インク中の前記色材の溶解状態又は分散状態を不安定化させる反応液であり
、以下の特徴を有するものである。反応液を構成する成分としては、カルシウムイオン、
グリセリン、及び平均分子量が２００以上１，０００以下のポリエチレングリコールを少
なくとも含有することが必須である。そして、反応液中の各成分の含有量やそれらの質量
比率が以下のように特定されていることを特徴とする。先ず、カルシウムイオンの含有量
Ａ（質量％）が、反応液全質量を基準として２．７質量％以上４．３質量％以下である。
次に、反応液全質量を基準とした、グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及びポリエチレング
リコールの含有量Ｃ（質量％）の合計が、カルシウムイオンの含有量Ａ（質量％）に対し
て６倍以上１１倍以下である。最後に、グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及びポリエチレ
ングリコールの含有量Ｃ（質量％）の合計に対する前記グリセリンの含有量Ｂ（質量％）
の割合（Ｂ／（Ｂ＋Ｃ））が、０．３以上０．７以下である。なお、上記のように色材の
溶解状態又は分散状態が不安定化するのは、反応液中のカルシウムイオンと、インク中の
アニオン性の成分（顔料粒子の表面に化学的に結合したアニオン性基やアニオン性の樹脂
分散剤）の反応が生じるためである。より具体的には、反応液中のカルシウムイオンと、
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インク中の色材の溶解状態又は分散状態を維持している成分と、の反応が生じるためであ
る。
【００１８】
　インクと共に用いる反応液の構成を上記のようにすることによって、本発明の顕著な効
果、すなわち、記録物におけるしっとり感やカールの発生が抑制される。また、反応液に
おける析出物の発生が抑制され、さらにはフェザリングの発生が抑制された優れた画質を
得ることができる。
【００１９】
　上述の通り、反応液を付与した記録媒体におけるしっとり感の発生は、記録媒体におけ
る反応液の乾燥性や、反応液の定着性、すなわち浸透性に大きく影響を受ける。
【００２０】
　先ず、反応液の乾燥性は環境の影響、特には環境の湿度に大きく影響を受けるので、し
っとり感を抑制するためには、反応液の組成よりは、反応液を付与した記録媒体に対して
加熱処理や送風処理などを施すことがより効果的である。しかし、加熱や送風などの処理
を行うことは、記録方法や記録装置の構成が複雑となるため、あまり好ましいとは言えな
い。このため、簡易な構成でしっとり感を抑制するためには、反応液の組成を工夫するこ
とが必要となる。
【００２１】
　一方、反応液の記録媒体への浸透性は、反応液の組成による影響を強く受ける。この浸
透性を高めるためには、反応液の表面張力を下げることが特に有効である。反応液の表面
張力を下げるためには、例えば、反応液に界面活性剤を含有させることが一般的に知られ
ている。しかし、本発明者らの検討の結果、界面活性剤の含有量を適正化するだけでは、
しっとり感の抑制とフェサリングの抑制とを両立するためには不十分であることがわかっ
た。
【００２２】
　インクと反応液の反応は、インク中の色材を分散状態又は溶解状態にさせる成分、例え
ばアニオン性成分と、インク中の色材の分散状態又は溶解状態を不安定化させる反応液中
のカルシウムイオンとの凝析反応である。しかし、反応液中の界面活性剤の含有量が多い
と、記録媒体において反応液とインクとが混合された際に、凝析反応により生じた凝析物
や凝析反応の過程にある色材に界面活性剤が吸着することによりそれらが混合液中に分散
安定化される。その結果、記録媒体の表面方向や深さ（厚さ）方向への液体成分の浸透に
伴って、凝析物や凝析反応の過程にある色材が拡散することによって、フェザリングが発
生しやすくなる。
【００２３】
　このような理由から、しっとり感の発生を抑制するためには反応液の表面張力を低くす
ることが好ましいが、フェザリングの発生を抑制するためには、界面活性剤の含有量は極
力減らすことが好ましいと言える。
【００２４】
　そこで、上述のように処理を複雑化させることなく、また、界面活性剤を使用すること
によるメリットとデメリットとを考慮したうえで、本発明者らがさらに検討を行った結果
、以下のことがわかった。すなわち、しっとり感の抑制とフェザリングの抑制を両立する
ためには、反応液に含有させる水溶性有機溶剤として、適切な水溶性有機溶剤を選択する
ことが非常に重要であるという知見を得た。このことを、実験により得られた事実に基づ
いて詳細に説明する。
【００２５】
　先ず、インクジェット用途として一般的な水溶性有機溶剤を用いて、以下に示す組成を
有する反応液を調製した。具体的には、以下に示す各成分をそれぞれ混合し、十分に撹拌
した後、ポアサイズ０．２μｍのミクロフィルター（富士フィルム製）にて加圧ろ過して
、各反応液を得た。
・硝酸カルシウム・４水和物　　　　　　　　　　２１．８質量％
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・下記表１に示す水溶性有機溶剤のいずれか1種　３４．６質量％
・アセチレノールＥ１００　　　　　　　　　　　１．０質量％
（界面活性剤；アセチレングリコールエチレンオキサイド付加物：川研ファインケミカル
製）
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　４２．６質量％
このようにして調製した、下記表１に示す水溶性有機溶剤をそれぞれ含有する反応液につ
いて、温度２５℃における表面張力を、ＣＢＶＰ－Ａ３（協和界面科学製）を用いて測定
した。
【００２６】
【表１】

【００２７】
　表１より、グリセリンを含有する反応液の表面張力が最も低く、次いでポリエチレング
リコール類を含有する反応液の表面張力が低くなっていたことがわかる。さらに、ポリエ
チレングリコール類はその平均分子量が大きいほど、反応液の表面張力が低くなっていた
こともわかる。また、ポリエチレングリコール類よりも反応液の表面張力が高くなる水溶
性有機溶剤としては、グリセリン以外のトリオール類（１，２，６－ヘキサントリオール
やトリメチロールプロパン）が挙げられた。これらよりもさらに表面張力が高い水溶性有
機溶剤としては、両末端型のアルカンジオールが挙げられた。
【００２８】
　この実験結果から、反応液の表面張力を例えば３０ｍＮ／ｍに調整しようとする場合、
グリセリンは最も少ない界面活性剤の含有量で上記表面張力に調整できることになる。ま
た、ポリエチレングリコール類は、グリセリンに次いで少ない界面活性剤の含有量で上記
表面張力に調整できることになる。
【００２９】
　反応液の表面張力を低下させやすいグリセリンとカルシウムイオンと、含有量が適切に
設定された界面活性剤を含有する反応液を用いることで、しっとり感の発生とインクと併
用して記録した画像におけるフェザリングの発生とを抑制することができる。
【００３０】
　しかし、本発明者らの検討の結果、このような反応液を用いても、カールの発生を抑制
することと、反応液中の成分などが蒸発した場合においても析出物が発生しないこと、と
いう課題は依然として解決できないことがわかった。
【００３１】
　反応液中の成分が蒸発した場合における析出物の発生に関しては、反応液中の水溶性有
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機溶剤に対するカルシウムイオンの溶解度が支配的と考えられる。特にグリセリンは比誘
電率が高く、カルシウム塩の溶解性という観点からも理想的な水溶性有機溶剤である。し
かし、本発明者らの検討の結果、グリセリンとカルシウムイオンとを含有する反応液を低
湿の環境に放置すると、析出物が発生する場合があることが明らかとなった。そこで、本
発明者らは、しっとり感の発生とフェザリングの発生とを共に抑制するために、グリセリ
ンに次いで好ましい水溶性有機溶剤であるポリエチレングリコール類を、グリセリンとカ
ルシウムイオンとを含有する反応液についての検討を行った。その結果、上記と同様の低
湿の環境に反応液を放置した場合でも析出物が発生することはなかった。
【００３２】
　このように、カルシウムイオン、グリセリン、及びポリエチレングリコール類を含有す
る反応液とすることで、しっとり感とフェザリングとの発生が共に抑制され、さらに析出
物の発生もが抑制されるメカニズムは明らかではない。しかし、本発明者らはこの理由を
以下のように推測している。グリセリンはその分子構造が３個の水酸基を有するため、分
子間の水素結合力が極めて高い。これは、グリセリンの沸点や粘度が高いことからも明ら
かである。カルシウムイオン及びグリセリンを含有する反応液の場合、反応液中の成分が
蒸発した際に、グリセリンはカルシウムイオンに溶媒和するよりも、グリセリンの分子同
士が水素結合により集合する特性が強い。このため、カルシウムイオンは陰イオンと結合
して塩として析出する。ところが、この反応液にさらにポリエチレングリコール類を添加
することで、これらの成分が相乗的に作用し、グリセリンの分子同士の集合を阻害するこ
とで、グリセリンはカルシウムイオンを溶媒和するようになり、析出物の発生を抑制する
ものと考えている。ただし、反応液がグリセリンを含有せず、カルシウムイオンとポリエ
チレングリコール類とを含有する場合、ポリエチレングリコール類の平均分子量によらず
に低湿の環境において析出物が発生する。
【００３３】
　（ポリエチレングリコール類の平均分子量）
　本発明の反応液において、グリセリンと併用するポリエチレングリコール類の平均分子
量は２００以上１，０００以下であることが必須である。平均分子量が２００未満である
と、反応液とインクとを併用して作製した記録物のカールが抑制できない場合があり、ま
た、グリセリンとポリエチレングリコール類との質量比率にもよるが、しっとり感とフェ
ザリングとを共に抑制するのが難しい場合がある。一方、平均分子量が１，０００を超え
ると、反応液の粘度が高くなるため、反応液の表面張力が低くても、反応液の記録媒体へ
の浸透性が低下し、その結果として、しっとり感が抑制できない場合がある。本発明にお
いては、ポリエチレングリコールの平均分子量が４００乃至６００程度であることがより
好ましく、さらには平均分子量が６００程度であることが特に好ましい。なお、本発明に
おけるポリエチレングリコールの平均分子量とは、その値の上下３０の範囲を包含するも
のである。例えば、平均分子量６００のポリエチレングリコールの場合、分子量が５７０
乃至６３０程度のものを平均分子量が６００であるとする。より詳細には、後述する測定
方法により決定した平均分子量が５７０乃至６３０程度のものを、平均分子量６００のポ
リエチレングリコールとする。
【００３４】
　本発明におけるポリエチレングリコール類の平均分子量は、下記のようにして測定した
値である。測定対象のポリエチレングリコール試料１ｇ（０．１ｍｇの桁まで秤量）を、
共栓付きフラスコで正確に秤量した無水フタルピリジン溶液２５ｍＬ中に入れ、共栓をし
て沸騰水浴中で２時間加熱した後、室温になるまで放置する。その後、このフラスコに０
．５ｍｏｌ／Ｌの水酸化ナトリウム水溶液５０ｍＬ（正確に秤量する）及び滴定用フェノ
ールフタレイン溶液１０滴を入れる。このフラスコ中の液体を、０．５ｍｏｌ／Ｌの水酸
化ナトリウム水溶液を用いて滴定を行い、液体が１５秒間紅色を保つ点を終点とする。こ
のようにして得られた本試験の滴定量Ｍ（ｍＬ）と、ポリエチレングリコール試料を用い
ない以外は上記と同様にして行った空試験により得られた滴定量Ｒ（ｍＬ）から、下記式
に基づいて平均分子量を算出する。
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【００３５】
【数１】

【００３６】
　（カルシウムイオンとその含有量）
　反応液中のカルシウムイオンの含有量Ａ（質量％）は、反応液全質量を基準として２．
７質量％以上４．３質量％以下であることが必須である。なお、本発明においては、カル
シウムイオンの含有量は、カルシウム分、すなわちカルシウム原子として算出した値とす
る。含有量が２．７質量％未満であると、反応液とインクとを併用して記録した画像にお
けるフェザリングが抑制できない場合がある。一方、含有量が４．３質量％を越えても、
反応液とインクとを併用して記録した画像に対しては特に影響を与えるものではないが、
カルシウムイオンの含有量をこれ以上増加させても、プラスの効果も得られない。
【００３７】
　本発明においては、反応液にカルシウムイオンを含有させるためには、カルシウムイオ
ンが陰イオンと結合した水溶性の化合物、すなわち水溶性のカルシウム塩を反応液に添加
することで達成できる。このように、水溶性のカルシウム塩を添加すると、反応液中にお
いては前記カルシウム塩の少なくとも一部がカルシウムイオンと陰イオンとに解離して存
在するようになるためである。なお、上述の通り、本発明においては、反応液中に存在す
るカルシウムを便宜上、「カルシウムイオン」と表現しているが、反応液中においてカル
シウムイオンの一部が陰イオンと結合してカルシウム塩の状態で存在する場合も包含する
ものである。本発明において用いることができる前記陰イオンの具体例としては、例えば
、Ｃｌ-、ＮＯ3

-、Ｉ-、Ｂｒ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ3-、ＣｌＯ4-、及びＣＨ3ＣＯＯ-などが
挙げられる。これらの陰イオンの中でも、反応液を構成する水性媒体への溶解性が優れて
いるため、ＮＯ3

-を用いることが特に好ましい。
【００３８】
　（カルシウムイオンの含有量に対する、グリセリンとポリエチレングリコール類との含
有量の合計）
　反応液全質量を基準とした、グリセリンの含有量Ｂ（質量％）及びポリエチレングリコ
ール類の含有量Ｃ（質量％）の合計が、前記カルシウムイオンの含有量Ａ（質量％）に対
して６倍以上１１倍以下であることが必須である。すなわち、質量基準で、（Ｂ＋Ｃ）／
Ａの値が６以上１１以下であることが必要である。（Ｂ＋Ｃ）／Ａの値が６未満であると
、反応液からカルシウム塩が析出し、（Ｂ＋Ｃ）／Ａの値が１１倍を越えると、反応液と
インクとを併用して記録した画像におけるフェザリングが抑制できない。
【００３９】
　（グリセリンとポリエチレングリコール類との含有量の質量比率）
　反応液全質量を基準とした、グリセリンの含有量Ｂ（質量％）の割合が、グリセリンの
含有量Ｂ（質量％）及びポリエチレングリコール類の含有量Ｃ（質量％）の合計に対して
、０．３以上０．７以下であることが必須である。すなわち、質量基準で、Ｂ／（Ｂ＋Ｃ
）の値が０．３以上０．７以下であることが必要である。Ｂ／（Ｂ＋Ｃ）の値が０．３未
満であると、反応液からカルシウム塩が析出する場合があり、Ｂ／（Ｂ＋Ｃ）の値が０．
７を越えると、反応液とインクとを併用して作製した記録物のカールが抑制できない場合
がある。
【００４０】
　本発明においては、反応液中の各成分の含有量や比率を上述の範囲とすることが必須で
あるが、これの範囲を満足すれば、グリセリンの含有量及びポリエチレングリコール類の
含有量は特に限定されるものではなく、以下のような含有量の範囲とすることができる。
すなわち、反応液中のグリセリンの含有量（質量％）は、反応液全質量を基準として４．
０質量％以上３０．０質量％以下、さらには１０．０質量％以上２５．０質量％以下、特
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には１５．０質量％以上２０．０質量％以下とすることが好ましい。また、反応液中のポ
リエチレングリコール類の含有量（質量％）は、反応液全質量を基準として４．０質量％
以上３０．０質量％以下、さらには１０．０質量％以上２５．０質量％以下、特には１５
．０質量％以上２０．０質量％以下とすることが好ましい。
【００４１】
　（界面活性剤）
　本発明の反応液に用いることができる界面活性剤は、本発明の効果が損なわれない限り
特に限定されるものではなく、アセチレングリコール系、フッ素系、及びシリコン系の界
面活性剤や、ポリオキシエチレンアルキルエーテルなどを用いることができる。本発明に
おいては、界面活性剤として例えばアセチレングリコールエチレンオキサイド付加物（具
体的には、アセチレノールＥ１００；川研ファインケミカル製）を用いる場合は、反応液
中の界面活性剤の含有量（質量％）を以下のようにすることが好ましい。具体的には、反
応液中の界面活性剤の含有量（質量％）が、反応液全質量を基準として０．３０質量％以
上０．８０質量％以下であることが好ましい。
【００４２】
　（反応液の表面張力）
　本発明の反応液の表面張力は、使用する界面活性剤の種類によって適切に決定すること
が好ましい。本発明においては、界面活性剤として例えばアセチレングリコールエチレン
オキサイド付加物（具体的には、アセチレノールＥ１００；川研ファインケミカル製）を
用いる場合は、反応液の表面張力が２７ｍＮ／ｍ以上３０ｍＮ／ｍ以下であることが好ま
しい。反応液の表面張力は、温度２５℃で常法により測定した値である。
【００４３】
　（緩衝剤）
　本発明の反応液は、上記成分に加えて、ｐＨの変化に対して緩衝作用を有する化合物、
すなわち緩衝剤を含有することが好ましい。反応液がｐＨの変化に対して緩衝作用を有す
ることで、反応液中の成分などが蒸発した場合に生じやすいｐＨの変化が抑制され、反応
液の安定性が保たれるという観点から特に好ましい。反応液中の緩衝剤の含有量（質量％
）は、反応液全質量を基準として、０．１質量％以上１．０質量％以下であることが好ま
しい。
【００４４】
　緩衝剤は、具体的には、例えば、酢酸塩、リン酸水素塩、炭酸水素塩、フタル酸水素塩
などの多価カルボン酸塩などを用いることができる。さらに、多価カルボン酸の具体例と
しては、前記フタル酸水素塩以外にも、以下のようなものが挙げられる。例えば、マロン
酸、マレイン酸、コハク酸、フマル酸、イタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタ
ル酸、アジピン酸、セバシン酸、ダイマー酸、ピロメリット酸、トリメリット酸などが挙
げられる。
【００４５】
　より詳細には、以下のような緩衝剤を用いることができる。酢酸塩としては、例えば、
酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸リチウムなどを用いることができる。また、リン酸
水素塩としては、例えば、リン酸水素ナトリウム、リン酸水素カリウム、リン酸水素リチ
ウムなどを用いることができる。また、炭酸水素塩としては、例えば、炭酸水素ナトリウ
ム、炭酸水素カリウム、炭酸水素リチウムなどを用いることができる。また、多価カルボ
ン酸塩としては、ここではフタル酸水素塩を例に挙げて説明するが、例えば、フタル酸水
素ナトリウム、フタル酸水素カリウム、フタル酸水素リチウムなどを用いることができ、
同様に上記で列挙した多価カルボン酸の塩を用いることができる。
【００４６】
　これらの緩衝剤以外であっても、添加することによって反応液のｐＨの変化を抑制でき
る化合物であれば、従来公知のｐＨの変化に対して緩衝作用を有する化合物は、いずれも
本発明の反応液に用いることができる。ただし、本発明においては、緩衝剤として、イン
クと併用させる反応液のｐＨとして適当なｐＨ領域において緩衝作用を示すことから、酢
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酸塩、特には酢酸リチウムを用いることが好ましい。
【００４７】
　（水性媒体）
　反応液には、上記で説明した成分の他に、水、又は水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒で
ある水性媒体を含有することが好ましい。反応液中の水や水溶性有機溶剤の含有量は、こ
れらを添加することによる効果が得られ、かつ本発明の目的効果を損なわない範囲とすれ
ばよい。具体的には、反応液中の水溶性有機溶剤の含有量（質量％）は、反応液全質量を
基準として、１６．２質量％以上６０．０質量％以下、さらには２０．０質量％以上５０
．０質量％以下であることが好ましい。なお、この水溶性有機溶剤の含有量の範囲は、上
記で説明したグリセリン及びポリエチレングリコール類を含むものである。水溶性有機溶
剤としては、反応液の乾燥を抑制することができるものを用いることが特に好ましい。具
体的には、例えば、以下のような水溶性有機溶剤を用いることができる。これらの水溶性
有機溶剤は、１種又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４８】
　メチルアルコール、エチルアルコール、ｎ－プロピルアルコール、イソプロピルアルコ
ール、ｎ－ブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール
などの炭素数１～４の１価アルコール類。１，５－ペンタンジオール、１，２－ヘキサン
ジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、トリメチロー
ルプロパン、トリメチロールエタンなどの多価アルコール類。ジメチルホルムアミド、ジ
メチルアセトアミドなどのアミド類。アセトン、ジアセトンアルコールなどのケトン又は
ケトアルコール類。テトラヒドロフラン、ジオキサンなどのエーテル類。平均分子量１，
０００超のポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールなどのポリアルキレング
リコール類。エチレングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、トリエ
チレングリコール、ヘキシレングリコール、ジエチレングリコールなどのアルキレン基が
２乃至６個の炭素原子を有するアルキレングリコール類。チオジグリコール。ポリエチレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテートなどのアルキルエーテルアセテート。エチレ
ングリコールモノメチル（又はエチル）エーテル、ジエチレングリコールメチル（又はエ
チル）エーテル、トリエチレングリコールモノメチル（又はエチル）エーテルなどの多価
アルコールのアルキルエーテル類。Ｎ－メチル－２－ピロリドン、２－ピロリドン、１，
３－ジメチル－２－イミダゾリジノンなど。
【００４９】
　また、水としては、脱イオン水を用いることが好ましい。反応液中の水の含有量（質量
％）は、反応液全質量を基準として４０．０質量％以上９０．０質量％以下であることが
好ましい。
【００５０】
　（反応液の色調）
　本発明の反応液は、インクと併用して画像を記録するために用いるものであるため、色
材を含有しないことが好ましく、さらには画像への影響を考慮すると、反応液が可視域に
吸収を有さない、すなわち無色であることが特に好ましい。勿論、本発明の反応液は可視
域に吸収を有さないことに限定されるものではなく、可視域に吸収を有するものであって
も、画像に影響を与えない程度であれば、淡色であってもよい。
【００５１】
　（その他の成分）
　本発明の反応液には、上述のような物性値を持つ反応液とするために、これらを添加す
ることによる効果が得られ、かつ本発明の目的効果を損なわない範囲で、上記成分の他に
、その他の添加剤などを添加してもよい。このような添加剤の具体例としては、消泡剤、
防腐剤、防黴剤などが挙げられる。
【００５２】
　＜インク＞
　本発明の反応液は、色材を含有するインクと共に用いられるものである。本発明の反応



(12) JP 5366527 B2 2013.12.11

10

20

30

40

50

液は、特に、イオン性基の作用により水性媒体中に分散又は溶解させられている状態の色
材を含有するインクと組み合わせて画像の記録に用いることで、先に述べた好ましい効果
を与える。本発明で好適に使用することのできるインクとしては、色材として顔料を含有
するインクが挙げられる。本発明の反応液は、顔料がイオン性基によって水性媒体に安定
に分散してなるインクと組み合わせて画像の記録に用いることで、色材の溶解又は分散の
状態が不安定化されることにより記録媒体において色材の凝析物が形成され、高品質の画
像の記録を可能にする。
【００５３】
　（顔料）
　顔料としては、分散剤を用いて顔料を分散する樹脂分散タイプの顔料（樹脂分散型顔料
）や、顔料粒子の表面に親水性基を導入した自己分散タイプの顔料（自己分散型顔料）を
用いることができる。また、顔料粒子の表面に高分子を含む有機基を化学的に結合した顔
料（樹脂結合型の自己分散型顔料）、マイクロカプセル型顔料、着色微粒子なども用いる
ことができる。本発明では、顔料粒子の表面にアニオン性基が化学的に結合されている顔
料やアニオン性の樹脂分散剤（以下、分散剤と呼ぶ）などにより分散された顔料を用いる
ことが特に好ましい。勿論、これらの分散方法の異なる顔料を組み合わせて用いてもよい
。インク中の顔料の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として０．１質量％以上１
５．０質量％以下、さらには１．０質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい
。さらに、インクの色調の調整などを目的として、顔料に加えて、従来公知の染料を色材
として添加してもよい。
【００５４】
　ブラックインクには、ファーネスブラック、ランプブラック、アセチレンブラック、チ
ャンネルブラックなどのカーボンブラックを顔料として用いることが好ましい。具体的に
は、例えば、以下の市販品などを用いることができる。
【００５５】
　レイヴァン：１１７０、１１９０ＵＬＴＲＡ－ＩＩ、１２００、１２５０、１２５５、
１５００、２０００、３５００、５０００ＵＬＴＲＡ、５２５０、５７５０、７０００（
以上、コロンビア製）。ブラックパールズＬ、リーガル：３３０Ｒ、４００Ｒ、６６０Ｒ
、モウグルＬ、モナク：７００、８００、８８０、９００、１０００、１１００、１３０
０、１４００、２０００、ヴァルカンＸＣ－７２Ｒ（以上、キャボット製）。カラーブラ
ック：ＦＷ１、ＦＷ２、ＦＷ２Ｖ、ＦＷ１８、ＦＷ２００、Ｓ１５０、Ｓ１６０、Ｓ１７
０、プリンテックス：３５、Ｕ、Ｖ、１４０Ｕ、１４０Ｖ、スペシャルブラック：４、４
Ａ、５、６（以上、デグッサ製）。Ｎｏ．２５、Ｎｏ．３３、Ｎｏ．４０、Ｎｏ．４７、
Ｎｏ．５２、Ｎｏ．９００、Ｎｏ．２３００、ＭＣＦ－８８、ＭＡ７、ＭＡ８、ＭＡ１０
０、ＭＡ６００（以上三菱化学製）。
【００５６】
　また、新たに調製したカーボンブラックを用いることもできる。勿論、インクに用いる
カーボンブラックはこれらに限定されるものではなく、従来のカーボンブラックをいずれ
も用いることができる。また、カーボンブラックに限定されず、マグネタイト、フェライ
トなどの磁性体微粒子や、チタンブラックなどをブラックインクの顔料として用いてもよ
い。
【００５７】
　カラーインクには、有機顔料を顔料として用いることが好ましい。具体的には、例えば
、以下のものを用いることができる。
【００５８】
　トルイジンレッド、トルイジンマルーン、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、ピラ
ゾロンレッドなどの水不溶性アゾ顔料。リトールレッド、ヘリオボルドー、ピグメントス
カーレット、パーマネントレッド２Ｂなどの水溶性アゾ顔料。アリザリン、インダントロ
ン、チオインジゴマルーンなどの建染染料からの誘導体。フタロシアニンブルー、フタロ
シアニングリーンなどのフタロシアニン系顔料。キナクリドンレッド、キナクリドンマゼ
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ンタなどのキナクリドン系顔料。ペリレンレッド、ペリレンスカーレットなどのペリレン
系顔料。イソインドリノンイエロー、イソインドリノンオレンジなどのイソインドリノン
系顔料。ベンズイミダゾロンイエロー、ベンズイミダゾロンオレンジ、ベンズイミダゾロ
ンレッドなどのイミダゾロン系顔料。ピランスロンレッド、ピランスロンオレンジなどの
ピランスロン系顔料。インジゴ系顔料。縮合アゾ系顔料。チオインジゴ系顔料。フラバン
スロンイエロー、アシルアミドイエロー、キノフタロンイエロー、ニッケルアゾイエロー
、銅アゾメチンイエロー、ペリノンオレンジ、アンスロンオレンジ、ジアンスラキノニル
レッド、ジオキサジンバイオレットなど。その他の有機顔料など。
【００５９】
　また、有機顔料をカラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）ナンバーで示すと、例えば、以下の
ものを用いることができる。Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー：１２、１３、１４、１７、２
０、２４、７４、８３、８６、９３、１０９、１１０、１１７など。同：１２０、１２５
、１３７、１３８、１４７、１４８、１５１、１５３、１５４、１６６、１６８、１８０
、１８５など。Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ：１６、３６、４３、５１、５５、５９、６
１、７１など。Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド：９、４８、４９、５２、５３、５７、９７、
１２２、１２３、１４９、１６８、１７５など。同：１７６、１７７、１８０、１９２、
２１５、２１６、２１７、２２０、２２３、２２４、２２６、２２７、２２８、２３８、
２４０、２５４、２５５、２７２など。Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット：１９、２３、
２９、３０、３７、４０、５０など。Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー：１５、１５：３、１５
：１、１５：４、１５：６、２２、６０、６４など。Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７、３
６など。Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン：２３、２５、２６など。勿論、上記以外でも従来
公知の有機顔料を用いることができる。
【００６０】
　（分散剤）
　顔料として上記で挙げたカーボンブラックや有機顔料を用いる場合には、分散剤を併用
することができる。分散剤としては、アニオン性基の作用によって上記の顔料を水性媒体
中に分散させられるものが好適である。
【００６１】
　分散剤としては、具体的には、例えば、以下のものが挙げられる。スチレン－アクリル
酸共重合体、スチレン－アクリル酸－アクリル酸アルキルエステル共重合体。スチレン－
マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸－アクリル酸アルキルエステル共重合体。ス
チレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸－アクリル酸アルキルエステル
共重合体。スチレン－マレイン酸ハーフエステル共重合体、ビニルナフタレン－アクリル
酸共重合体、ビニルナフタレン－マレイン酸共重合体、スチレン－無水マレイン酸－マレ
イン酸ハーフエステル共重合体、又はこれらの塩など。
【００６２】
　分散剤として用いる樹脂は、その重量平均分子量が１，０００以上３０，０００以下、
さらには３，０００以上１５，０００以下であることが好ましい。吐出安定性や保存安定
性などのインクとしての信頼性と、インクと反応液との反応性とを両立するためには、分
散剤として用いる樹脂は、その酸価が３００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、さらには１００ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以上３００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましい。また、上記の酸価と同様
の理由から、分散剤の含有量（質量％）が、インク中の色材の含有量（質量％）を基準と
して（分散剤／色材）、０．１倍以上３倍以下、さらには０．２倍以上２倍以下であるこ
とがより好ましい。
【００６３】
　インクとしての信頼性の観点から分散剤の酸価を高めたり又はその含有量を増やしたり
することにより、反応液に対するインクの安定性も増す傾向がある。その場合には反応液
中のカルシウムイオンの含有量を増やすことで優れた画像性能が得られるが、反応液のｐ
Ｈが低下しやすくなる傾向があるため、反応液中の緩衝作用を有する化合物の含有量も必
要に応じて増やすことが好ましい。
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【００６４】
　（自己分散型顔料）
　顔料として上記で挙げたカーボンブラックや有機顔料を用いる場合には、顔料粒子の表
面にイオン性基（アニオン性基）を結合させることにより分散剤を使用することなく水性
媒体中に分散させることができる顔料、すなわち自己分散型顔料を用いることもできる。
このような顔料としては、例えば、自己分散型カーボンブラックが挙げられる。自己分散
型カーボンブラックとしては、例えば、アニオン性基が粒子の表面に結合したカーボンブ
ラック（以下、アニオン性カーボンブラックと呼ぶ）が挙げられる。以下、顔料としてカ
ーボンブラックを例に挙げて説明するが、これに限られるものではなく、自己分散型の有
機顔料を用いることもできる。
【００６５】
　〔アニオン性カーボンブラック〕
　アニオン性カーボンブラックとしては、カーボンブラック粒子の表面に、例えば、－Ｃ
ＯＯＭ、－（ＣＯＯＭ）2、－ＳＯ3Ｍ、－ＰＯ3ＨＭ、及び－ＰＯ3Ｍ2からなる群から選
ばれる少なくとも１つのアニオン性基を結合させたものが挙げられる。なお、上記式中、
Ｍはそれぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又は有機アンモニウムで
ある。これらの中でも特に、－ＣＯＯＭ、－（ＣＯＯＭ）2、－ＳＯ3Ｍがカーボンブラッ
ク粒子の表面に結合されてアニオン性に帯電しているカーボンブラックは、インク中にお
ける分散性に優れるため、特に好適である。
【００６６】
　上記アニオン性基において「Ｍ」として表したもののうち、アルカリ金属の具体例とし
ては、例えば、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ、及びＣｓなどが挙げられる。また、有機アンモニ
ウムの具体例としては、例えば、以下のものが挙げられる。すなわち、メチルアンモニウ
ム、ジメチルアンモニウム、トリメチルアンモニウム、エチルアンモニウム、ジエチルア
ンモニウム、トリエチルアンモニウム、メタノールアンモニウム、ジメタノールアンモニ
ウム、トリメタノールアンモニウムなどが挙げられる。これらの「Ｍ」をアンモニウム又
は有機アンモニウムとしたアニオン性カーボンブラックを含有するインクを用いる場合、
記録した画像の耐水性をより向上させることができるため、特に好適である。これは当該
インクが記録媒体に付与されると、アンモニウム又は有機アンモニウムが分解して、アン
モニアが蒸発することによるものと考えられる。
【００６７】
　なお、上記「Ｍ」をアンモニウム又は有機アンモニウムとしたアニオン性カーボンブラ
ックは、以下のような方法により調製することができる。先ず、アニオン性に帯電してい
るカーボンブラックを、例えば、カーボンブラックを次亜塩素酸ソーダで酸化処理する方
法などにより得る。この方法によってカーボンブラック粒子の表面に－ＣＯＯＮａ基を化
学結合させることができる。次に、このようにして、例えば、「Ｍ」がアルカリ金属であ
るアニオン性カーボンブラックを調製し、イオン交換法により「Ｍ」をアンモニウム又は
有機アンモニウムに置換する方法が挙げられる。また、「Ｍ」がアルカリ金属であるアニ
オン性カーボンブラックを調製し、酸を加えてＨ型とした後に水酸化アンモニウムなどを
添加して「Ｍ」をアンモニウム又は有機アンモニウムにする方法などによっても得ること
ができる。
【００６８】
　上記で挙げたような種々の親水性基は、カーボンブラック粒子の表面に直接結合してい
てもよく、又はカーボンブラック粒子の表面と親水性基との間に他の原子団を介在させ、
前記親水性基がカーボンブラック粒子の表面に間接的に結合していてもよい。他の原子団
の具体例としては、例えば、炭素原子数１～１２の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキレン
基、置換若しくは未置換のフェニレン基、又は置換若しくは未置換のナフチレン基が挙げ
られる。ここで、フェニレン基及びナフチレン基の置換基としては、例えば、炭素数１～
６の直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基が挙げられる。また、他の原子団と親水性基の組み
合わせの具体例としては、例えば、－Ｃ2Ｈ4ＣＯＯＭ、－Ｐｈ－ＳＯ3Ｍ、－Ｐｈ－ＣＯ
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ＯＭ、－Ｐｈ－（ＣＯＯＭ）2など（Ｐｈはフェニレン基であり、Ｍは上記と同様に定義
される）が挙げられる。
【００６９】
　（着色微粒子／マイクロカプセル型顔料）
　インクの色材としては、上記で挙げたものの他に、樹脂などでマイクロカプセル化され
た顔料や樹脂粒子の周囲を色材で被覆した着色微粒子なども用いることができる。マイク
ロカプセルは、本来的に水性媒体に対する分散性を有するが、分散安定性をより高めるた
めに、上記で挙げたような分散剤をさらにインク中に添加してもよい。また、色材として
着色微粒子を用いる場合には、上記で挙げたような分散剤などを用いることが好ましい。
【００７０】
　（水性媒体）
　インクには、水、又は水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒である水性媒体を用いることが
できる。また、インクをインクジェット法（例えば、バブルジェット（登録商標）法など
）によって記録媒体に付与する場合には、優れたインクジェット吐出特性を有するように
、インクが、所望の粘度、表面張力を有するように調整することが好ましい。
【００７１】
　インク中の水溶性有機溶剤の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、３．０
質量％以上５０．０質量％以下であることが好ましい。水溶性有機溶剤としては、インク
の乾燥を抑制することができるものを用いることが特に好ましい。具体的には、例えば、
以下のような水溶性有機溶剤を用いることができる。これらの水溶性有機溶剤は、１種又
は２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００７２】
　メチルアルコール、エチルアルコール、ｎ－プロピルアルコール、イソプロピルアルコ
ール、ｎ－ブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール
などの炭素数１～４のアルキルアルコール類。ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトア
ミドなどのアミド類。アセトン、ジアセトンアルコールなどのケトン又はケトアルコール
類。テトラヒドロフラン、ジオキサンなどのエーテル類。ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコールなどのポリアルキレングリコール類。エチレングリコール、プロピ
レングリコール、ブチレングリコール、トリエチレングリコール、１，２，６－ヘキサン
トリオール、ヘキシレングリコール、ジエチレングリコールなどのアルキレン基が２乃至
６個の炭素原子を有するアルキレングリコール類。チオジグリコール。ポリエチレングリ
コールモノメチルエーテルアセテートなどのアルキルエーテルアセテート。グリセリン。
エチレングリコールモノメチル（又はエチル）エーテル、ジエチレングリコールメチル（
又はエチル）エーテル、トリエチレングリコールモノメチル（又はエチル）エーテルなど
の多価アルコールのアルキルエーテル類。１，５－ペンタンジオール、１，２－ヘキサン
ジオール、１，６－ヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン
などの多価アルコール。Ｎ－メチル－２－ピロリドン、２－ピロリドン、１，３－ジメチ
ル－２－イミダゾリジノンなど。
【００７３】
　また、水としては、脱イオン水を用いることが好ましい。インク中の水の含有量（質量
％）は、インク全質量を基準として５０．０質量％以上９５．０質量％以下であることが
好ましい。
【００７４】
　（その他の成分）
　インクには、上記成分の他に、必要に応じて保湿剤などを添加することは勿論、所望の
物性を有するインクとするために、界面活性剤、消泡剤、防腐剤、防黴剤などを添加して
もよい。インクのｐＨは６以上１０以下、さらには７以上９以下であることが好ましい。
また、本発明においては、インクと反応液とをより効果的に反応させることで、ベタ画像
の均一性の向上や裏抜けを抑制できるため、反応液のｐＨがインクのｐＨよりも低いこと
が特に好ましい。
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【００７５】
　＜インクと反応液とのセット＞
　本発明のインクと反応液とのセット（以下、セットと呼ぶことがある）は、本発明の反
応液と上記で説明したインクとを有するものである。前記インクの色調は特に限定される
ものではなく、例えば、イエロー、マゼンタ、シアン、レッド、グリーン、ブルー、及び
ブラックから選ばれる１つの色調を有するインクであればよい。具体的には、所望の色調
のインクとなるように上述の色材の中から適宜選択して用いることができる。また、反応
液と組み合わせるインクは、１種類に限定されるものでなく、異なるインクを２種類以上
組み合わせて多色画像の記録に適したインクセットとした態様がより好ましい。なお、こ
の場合は、２種類以上のインクのうち、少なくとも１種類のインクが反応液と反応する形
態であればよい。
【００７６】
　例えば、色材がイオン性基の作用によって水性媒体中に分散させられているインクを１
種類用いれば、他のインクが色材として染料を含有するインクであってもよい。勿論、イ
ンクセットを構成する全てのインクが、水性媒体中に色材がイオン性基の作用によって分
散させられているインクであってもよい。このような構成を有する本発明のセットを用い
れば、多色画像を記録する場合に問題とされる、異なる色調のインクが記録媒体上で隣接
して付与された際のブリーディングの発生を抑制することができる。
【００７７】
　本発明においては、下記のようなセットとすることがさらに好ましい。多色画像を記録
する際には、ブラックインクと他のカラーインク（例えば、イエロー、マゼンタ、シアン
、レッド、グリーン、及びブルーなどの各インクから選ばれる少なくとも１つのインク）
との間におけるブリーディングが特に顕著に認識される。したがって、本発明の反応液と
接触することによって色材の溶解状態又は分散状態が不安定化されるインクとしては、水
性媒体中にイオン性基の作用によって顔料が分散されたブラックインクを用いることが好
ましい。この場合、他のカラーインクとしては、色材として染料を含有するインクであっ
てもよい。勿論、他の全てのインクを、上記のブラックインクと同様に、水性媒体中にイ
オン性基の作用によって色材が分散されたインクとしてもよい。
【００７８】
　＜インクジェット記録方法、インクジェット記録装置、及び画像記録方法＞
　本発明の反応液は、色材を含有するインクと共に用いられるものであるが、少なくとも
インクはインクジェット記録方式で記録媒体に付与することが好ましい。また、記録媒体
において、反応液が付与される領域は、少なくともインクが付与される領域を含むことが
好ましく、さらには記録媒体の全領域に付与することが特に好ましい。より具体的には、
記録媒体にインクが付与される領域を少なくとも含むように反応液を記録媒体に付与して
、記録媒体においてインクと反応液とが接触するようにすることが特に好ましい。
【００７９】
　反応液の記録媒体への付与量は、反応液中のカルシウムイオンの含有量や、反応させる
インクの構成によって適切に決定すればよい。特に、本発明においては、ベタ画像の均一
性や定着性を向上できるため、反応液の記録媒体への付与量が０．５ｇ／ｍ2以上３ｇ／
ｍ2以下であることが好ましい。また、反応液の記録媒体への付与量の下限が１ｇ／ｍ2以
上、さらには１．６ｇ／ｍ2以上、特には２ｇ／ｍ2以上であることがより好ましい。また
、反応液の記録媒体への付与量の上限が２．４ｇ／ｍ2以下であることがより好ましい。
なお、記録媒体の大きさ（面積：ｍ2）に対して、反応液を付与する領域が、ある一部分
のみである場合は、記録媒体の全面に塗布したと仮定して、反応液の付与量の値（ｇ／ｍ
2）を求め、この値が上記の範囲を満足することが好ましい。
【００８０】
　本発明の反応液を記録媒体に付与する方法は、インクと同様にインクジェット方式を用
いる方法や塗布ローラーなどで塗布する方法などが挙げられる。本発明においては特に、
反応液の吐出性などを考慮する必要がなく、さらに記録媒体へ反応液を効果的に付与でき
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るため、反応液の記録媒体への付与は塗布ローラーによって行われることが特に好ましい
。この塗布ローラーを用いた反応液の付与方法の詳細については後述する。
【００８１】
　以下、インクジェット記録装置などの構成の一例について図面を参照しながら説明する
。図１は、本発明のインクジェット記録装置の一例を示すものである。ここでは、インク
はインクジェット方式により、反応液は塗布ローラーにより、それぞれ記録媒体に付与す
る態様を例に挙げて説明する。
【００８２】
　図１のインクジェット記録装置は、シリアル型のインクジェット記録方式を採用し、記
録ヘッド１、給紙カセット１６、記録媒体の搬送方向と直交する方向へ記録ヘッドを往復
移動させるための駆動手段、これらの構成要素の駆動を制御する制御手段を有する。給紙
カセット１６は、記録媒体１９を給紙するための給紙トレイ１７と、先に説明した本発明
の反応液を塗布するための塗布手段とが一体的に形成されている。そして、反応液が、給
紙トレイ１７から給紙された記録媒体１９に、均一かつ調整された塗布量で塗布される構
造となっている。反応液を記録媒体に付与する手段（反応液塗布手段）の詳細については
後述する。
【００８３】
　記録ヘッド１は、吐出口が形成された面がプラテン１１側に配向されるようにしてキャ
リッジ２に搭載されている。図示しないが、記録ヘッド１は、上記吐出口と、インクを加
熱するための複数の電気熱変換体（例えば、発熱抵抗素子）と、これを支持する基板を有
する。なお、記録ヘッド１が搭載されたキャリッジの内部にはインクカートリッジを装着
している。
【００８４】
　キャリッジ２は、記録ヘッド１を搭載し、かつ記録媒体１９の幅方向に沿って平行に延
びる２本のガイド軸９に沿って往復移動することができる。また、記録ヘッド１は、この
キャリッジ２の往復移動と同期して駆動し、インクを記録媒体１９に吐出（付与）して画
像を記録する。
【００８５】
　給紙カセット１６は、インクジェット記録装置本体から着脱することができる。記録媒
体１９は、この給紙カセット１６内の給紙トレイ１７上に積載収納される。給紙時には、
給紙トレイ１７を上方向に押圧するスプリング１８により最上位のシートが給紙ローラー
１０に圧接される。この給紙ローラー１０は、断面形状が概略半月形のローラーであり、
図示しないモーターによって駆動回転し、不図示の分離爪により最上位のシート（記録媒
体１９）のみを給紙する。
【００８６】
　分離給紙された記録媒体１９は、大径の中間ローラー１２と、それに圧接している小径
の塗布ローラー６とによって、給紙カセット１６の搬送面１６Ａとペーパーガイド２７の
搬送面２７Ａとに沿って搬送される。これらの搬送面は、中間ローラー１２と同心的な円
弧を描くようにして湾曲した面からなる。したがって、給紙された記録媒体１９は、これ
らの搬送面１６Ａ及び２７Ａを通過することによって、その搬送方向を逆転する。すなわ
ち、記録媒体１９の記録がなされる面は、給紙トレイ１７から搬送されて中間ローラー１
２に達するまでは、下方向を向いているが、記録ヘッド１に対向する時点では、上方向（
記録ヘッド側）を向く。したがって、記録媒体の記録面は、常にインクジェット記録装置
の外側方向に向いている。
【００８７】
　図１の装置では、反応液を記録媒体に付与する手段（反応液塗布手段）は、先に述べた
ように給紙カセット１６内に設けられているが、これについて説明する。反応液塗布手段
は、反応液１５を供給する補充タンク２２とこれに周面の一部を浸した状態で回転自在に
支持された供給ローラー１３、供給ローラー１３と平行となるように配置され、かつ供給
ローラー１３と接触し、同一方向へ回転する塗布ローラー６を有する。そして、前記塗布
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ローラー６は、記録媒体１９を搬送するための中間ローラー１２と周面が接触、かつ平行
となるようにして配置している。したがって、記録媒体１９が搬送される際、中間ローラ
ー１２の回転に伴って中間ローラー１２及び塗布ローラー６が回転する。その結果、供給
ローラー１３によって塗布ローラー６の周面に反応液１５が供給され、さらに、塗布ロー
ラー６と中間ローラー１２とによって挟持された記録媒体１９の記録面に、満遍なく反応
液が塗布ローラー６によって塗布される。
【００８８】
　また、図１のインクジェット記録装置では、補充タンク２２内にフロート１４が設けら
れている。このフロート１４は、反応液１５より比重の軽い物質であり、反応液１５の液
面に浮かぶことにより透明部材である残量表示窓２１を通して外から反応液１５の残量を
目視で確認できる。
【００８９】
　図２は残量表示部を正面から見た図である。残量表示部は、残量表示窓２１の長手方向
に沿って、残量の程度を表す表示が設けられている。図中、「Ｆｕｌｌ」と表示された位
置に、反応液１５の液面又はフロート１４が達している場合が満杯の状態である。一方、
「Ａｄｄ」と表示された位置に、反応液１５の液面又はフロート１４がある場合は、反応
液１５が残り少ないことを示している。したがって、この残量表示窓２１を外部から観察
すれば、反応液１５が徐々に減り、フロート１４がＡｄｄラインまで下がったときに反応
液を補充すればよいことが一目瞭然でわかる。
【００９０】
　補充タンク２２内への反応液１５の補充方法としては、以下のような方法が挙げられる
。例えば、図３に示すように、給紙カセット１６をインクジェット記録装置から引き出し
た状態で、注入機具２３の先端を切れ目の入ったゴム部材で構成される注入口２０に差し
込むことにより補充タンク２２内に反応液を注入することができる。
【００９１】
　上述の反応液塗布手段によって、反応液１５が塗布された記録媒体１９は、その後、主
搬送ローラー７とそれに圧接しているピンチローラー８により所定量送られて記録部へと
搬送され、記録ヘッド１からインクを付与される。以上の構成において給紙、記録された
記録媒体１９は、排紙ローラー３とこれに圧接する拍車４とによって排出搬送され、排紙
トレイ５上にスタックされる。
【００９２】
　また、反応液１５をローラーなどにより付与する場合には特に、反応液１５の粘度が、
インクの粘度よりも高くなるようにすることが好ましい。このようにすれば、反応液１５
の付与量が少なくても、インクと効率的に反応することができ、かつ定着性などにも好適
であるため、好ましい。より具体的には、インクの粘度よりも反応液の粘度が高い方が、
反応液中のカルシウムイオンがより記録媒体の表面近傍に留まりやすくなり、インクと効
率的に反応しやすくなる。一方、インクは反応液と反応した後に、インク中の色材は記録
媒体の表面近傍に留まり、またインク中の水性媒体などは速やかに記録媒体の深さ（厚さ
）方向に浸透する、すなわち、固液分離が速やかに行われることが特に好ましい。このた
め、インクの粘度は相対的に低い方が記録物の定着性などの観点から好ましい。
【００９３】
　具体的には、反応液を塗布ローラーなどにより記録媒体に付与する場合には、反応液の
粘度が３ｍＰａ・ｓ以上１００ｍＰａ・ｓ以下、さらには５ｍＰａ・ｓ以上６０ｍＰａ・
ｓ以下であることが好ましい。一方、インクの粘度は、１ｍＰａ・ｓ以上１５ｍＰａ・ｓ
以下であることが好ましい。インクの粘度をこのように設定することは、インクジェット
吐出特性、特にインクの吐出安定性の観点からも好ましい。なお、本発明においては、反
応液やインクの粘度は、温度２５℃で常法により測定した値である。
【００９４】
　本態様では、反応液とインクとを効率的に接触させて、これらを反応させやすくするた
め、反応液を記録媒体に付与した後に、インクをインクジェット方式で記録媒体に付与す



(19) JP 5366527 B2 2013.12.11

10

20

30

40

50

ることが特に好ましい。この場合、反応液とインクとの反応性を十分に得るためには、記
録媒体に反応液を付与してからインクを付与するまでの時間的な間隔は、１～２秒乃至２
～３分であることが好ましい。
【００９５】
　以下、インクジェット記録装置などの構成の別の一例について図面を参照して説明する
。ここでは、インクと反応液とを共にインクジェット方式により記録媒体に付与する態様
を例に挙げて説明する。
【００９６】
　図４は、本発明のインクジェット記録装置の別の一例を示すものである。図４において
、６１はワイピング部材としてのブレードであり、その一端はブレード保持部材によって
保持固定されており、カンチレバーの形態をなす。ブレード６１は記録ヘッド６５による
記録領域に隣接した位置に配置され、また、本態様の場合、記録ヘッド６５の移動経路中
に突出した形態で保持される。
【００９７】
　６２は記録ヘッド６５の突出口面のキャップであり、ブレード６１に隣接するホームポ
ジションに配置され、記録ヘッド６５の移動方向と垂直な方向に移動して、吐出口面と当
接し、キャッピングを行う構成を備える。さらに、６３はブレード６１に隣接して設けら
れる吸収体であり、ブレード６１と同様、記録ヘッド６５の移動経路中に突出した形態で
保持される。上記ブレード６１、キャップ６２及び吸収体６３によって吐出回復部６４が
構成され、ブレード６１及び吸収体６３によって吐出口面の水分、塵埃などの除去が行わ
れる。また、キャップを介して不図示のポンプによって記録へッドの吐出口からインクや
反応液を吸引して、記録ヘッドの吐出性能を回復させる回復系ユニットを構成している。
【００９８】
　６５は、吐出エネルギー発生手段を有し、吐出口を配した吐出口面に対向する記録媒体
にインクや反応液を付与して記録を行う記録ヘッド、６６は記録ヘッド６５を搭載して記
録ヘッド６５の移動を行うためのキャリッジである。キャリッジ６６はガイド軸６７と摺
動可能に係合し、キャリッジ６６の一部はモーター６８によって駆動されるベルト６９と
接続（不図示）している。これによりキャリッジ６６はガイド軸６７に沿った移動が可能
となり、記録ヘッド６５による記録領域及びその隣接した領域の移動が可能となる。５１
は記録媒体を挿入するための給紙部、５２は不図示のモーターにより駆動される紙送りロ
ーラーである。
【００９９】
　これらの構成により記録ヘッド６５の吐出口面と対向する位置へ記録媒体が給紙され、
記録が進行するにつれて排紙ローラー５３を配した排紙部へ排紙される。以上の構成にお
いて記録ヘッド６５が記録終了してホームポジションへ戻る際、吐出回復部６４のキャッ
プ６２は記録ヘッド６５の移動経路から退避しているが、ブレード６１は移動経路中に突
出している。その結果、記録ヘッド６５の吐出口がワイピングされる。なお、キャップ６
２が記録ヘッド６５の吐出面に当接してキャッピングを行う場合、キャップ６２は記録ヘ
ッドの移動経路中に突出するように移動する。記録ヘッド６５がホームポジションから記
録開始位置へ移動する場合、キャップ６２及びブレード６１は上記で述べたワイピングの
ときの位置と同一の位置にある。この結果、この移動においても記録ヘッド６５の吐出口
面はワイピングされる。
【０１００】
　上述の記録ヘッドのホームポジションへの移動は、記録終了時や吐出回復時ばかりでな
く、記録ヘッドが記録のために記録領域を移動する間に所定の間隔で記録領域に隣接した
ホームポジションへ移動し、この移動に伴って上記ワイピングが行われる。
【０１０１】
　本態様では、インクと反応液とを共にインクジェット方式で記録媒体に付与するが、こ
れらを記録媒体に付与する順序は、下記の（ａ）～（ｄ）の方法や、これらの方法の組み
合わせなどが挙げられ、適宜選択することができる。なお、反応液とインクとの反応性を
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乃至２～３分であることが好ましい。
（ａ）：反応液を付与した後にインクを付与する。
（ｂ）：インクを付与した後に反応液を付与する。
（ｃ）：インクを付与した後に反応液を付与し、さらにインクを付与する。
（ｄ）：反応液を付与した後にインクを付与し、さらに反応液を付与する。
【０１０２】
　本態様においても、反応液とインクとを効率的に接触させて、これらを反応させやすく
するため、反応液を記録媒体に付与した後にインクを付与する工程を含む、（ａ）や（ｄ
）の方法を用いることが特に好ましい。
【０１０３】
　以下、上記の各態様に適用することができるカートリッジについて説明する。図５は、
記録ヘッドにインクや反応液を供給するための供給部材、前記記録ヘッドに例えばチュー
ブや針を介して供給されるインクや反応液を収容する収容部を有するカートリッジ４５の
一例を示す図である。ここで４０は供給用のインクや反応液を収納する収容部、例えば、
袋であり、その先端にはゴム製の栓４２が設けられている。なお、カートリッジがインク
を収容する場合、上記収容部はインク収容部となる。栓４２に針（不図示）を挿入するこ
とにより、袋４０中のインクや反応液を記録ヘッドに供給可能にする。４４は廃インクや
廃反応液を吸収する吸収体である。収容部４０としてはインクや反応液との接液面がポリ
オレフィン、特にポリエチレンで形成されているものが好ましい。カートリッジは、例え
ば、図６に示すように、インクや反応液を吐出する記録ヘッド９０１に着脱可能に構成さ
れてなるとともに、前記カートリッジ４５を記録ヘッドに装着した状態ではインクや反応
液が記録ヘッド９０１に供給されるように構成されている。
【実施例】
【０１０４】
　以下、実施例及び比較例を用いて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は、その
要旨を超えない限り、これらに限定されるものではない。なお、以下の記載で「％」や「
部」とあるものは、特に断りのない限り質量基準である。反応液の表面張力の測定は、温
度２５℃の条件で、ＣＢＶＰ－Ａ３（協和界面科学製）を用いて行った。また、反応液の
粘度の測定は、温度２５℃の条件で、ＲＥ－８０Ｌ（東機産業）を用いて行った。また、
使用したポリエチレングリコール類の平均分子量は、上述の方法により測定して得られた
値である。
【０１０５】
　＜反応液の調製＞
　下記表２～表４に示す各成分をそれぞれ混合し、十分に撹拌した後、ポアサイズ０．２
μｍのミクロフィルター（富士フイルム製）にて加圧ろ過して、各反応液を得た。なお、
表２～表４には、反応液中の各成分などの特性、並びに各反応液の表面張力及び粘度の値
を併せて示した。
【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
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【表３】

【０１０８】
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【表４】

【０１０９】
　＜インクの調製＞
　反応液と共に使用するインクとして、下記の手順にしたがってブラックインクを調製し
た。
【０１１０】
　カーボンブラック（商品名：Ｎｉｐｅｘ１７０；デグサ製）１０部、分散剤４０部（樹
脂固形分：８部）、純水５０部を混合した。分散剤としては、酸価１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ
、重量平均分子量８，０００であるアニオン性樹脂（ベンジルメタクリレート－メタクリ
ル酸共重合体）を水酸化カリウムで中和した、樹脂固形分の含有量が２０％である水溶液
を用いた。この混合物をバッチ式縦型サンドミル（アイメックス製）に入れ、０．３ｍｍ
径のジルコニアビーズ１５０部を充填して、水冷しながら５時間の分散処理を行った。得
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られた分散液を遠心分離することにより粗大粒子を除去して顔料分散体を得た。得られた
顔料分散体中の固形分の含有量は約１８％（顔料の含有量：約１０％、樹脂の含有量：約
８％）であり、顔料の重量平均粒子径は９５ｎｍであった。
【０１１１】
　上記で得られた顔料分散体を用い、下記の各成分を混合して、色材としてカーボンブラ
ックを含有するブラックインクを調製した。得られたブラックインク中の顔料の含有量は
約３％、樹脂の含有量は約２．４％であり、インクの粘度は２．４ｍＰａ・ｓであった。
【０１１２】
　（インク組成）
・顔料分散体　　　　　　　　３０．０％
・グリセリン　　　　　　　　１０．０％
・２－ピロリドン　　　　　　　２．５％
・ポリエチレングリコール　　　２．０％
（平均分子量：１，０００）
・アセチレノールＥ１００　　　０．３％
（界面活性剤：アセチレングリコールエチレンオキサイド付加物；川研ファインケミカル
製）
・水　　　　　　　　　　　　５５．２％
　＜評価＞
　（しっとり感）
　各反応液を塗布ローラーにより記録媒体（商品名：オフィスプランナー；キヤノン製）
に塗布した。なお、この際の反応液の付与量は２ｇ／ｍ2とした。塗布から１分後に、反
応液を塗布した記録媒体に指で触れて、しっとり感の状態を評価した。しっとり感の評価
基準は下記の通りである。結果を表５に示す。
ＡＡ：記録媒体が湿った（ぬれた）感触がなく、しっとり感を感じなかった。
Ａ：記録媒体が湿った（ぬれた）感触がほとんどなく、しっとり感をほとんど感じなかっ
た。
Ｂ：記録媒体が湿った（ぬれた）感触がややあり、しっとり感をやや感じた。
Ｃ：記録媒体が湿った（ぬれた）感触がかなりあり、しっとり感をかなり感じた。
【０１１３】
　（フェザリング）
　上記で得られたブラックインクと各反応液とをそれぞれ組み合わせてセットとし、これ
らのセットを用いて画像を記録した。ブラックインクを充填したインクカートリッジを、
インクジェット記録装置（商品名：ＢＪＳ７００；キヤノン製）のブラックインクの位置
に搭載した。
【０１１４】
　先ず、各反応液を塗布ローラーにより記録媒体（商品名：ＳＷ－１０１；キヤノン製）
に塗布した。なお、この際の反応液の付与量は２ｇ／ｍ2とした。その直後に、前記イン
クジェット記録装置により、反応液が塗布された記録媒体に３６ポイントの文字と罫線と
を記録した。その後、Ｐｅｒｓｏｎａｌ　ＩＡＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉ
ｎｇ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ製）を用いて、文字及び罫線エッジのラジェッドネス値を測
定した。フェザリングの評価基準は下記の通りである。結果を表５に示す。なお、ラジェ
ッドネス値とは、文字や罫線などの画像の境界部（端部）の粗さの状態を標準偏差により
表す指標であり、ラジェッドネス値が小さいほど粗さが低減されていることを示す。
Ａ：ラジェッドネス値が１３未満であった。
Ｂ：ラジェッドネス値が１３以上１５未満であった。
Ｃ：ラジェッドネス値が１５以上であった。
【０１１５】
　（カール）
　下記のカラーインクと各反応液とをそれぞれ組み合わせてセットとし、これらのセット
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ンクと、ＰＧＩ－２　Ｍａｇｅｎｔａ（キヤノン製）から抜き取ったマゼンタインクとを
、インクジェット記録装置ＢＪＳ７００（キヤノン製）のシアン及びマゼンタの各インク
の位置に搭載した。
【０１１６】
　先ず、各反応液を塗布ローラーにより記録媒体（商品名：オフィスプランナー；キヤノ
ン製）に塗布した。なお、この際の反応液の付与量は２ｇ／ｍ2とした。その直後に、反
応液が塗布された記録媒体にマゼンタインクとシアンインクとで２次色のベタ画像を記録
した。得られた記録物を温度２４℃／湿度５０％ＲＨの環境で３日間放置した後、記録媒
体のカールの程度を、凹状となるように置いた記録媒体の先端から記録媒体の接地面まで
の距離を定規で測定することにより評価した。カールの評価基準は以下の通りである。結
果を表５に示す。
ＡＡ：記録媒体の先端から接地面までの距離が３３ｍｍ以下であった。
Ａ：記録媒体の先端から接地面までの距離が３３ｍｍより大きく４３ｍｍ以下であった。
Ｂ：記録媒体の先端から接地面までの距離が４３ｍｍより大きく５０ｍｍ以下であった。
Ｃ：記録媒体の先端から接地面までの距離が５０ｍｍより大きいか、又は記録媒体の先端
が内側にまるまった状態であった。
【０１１７】
　（析出）
　直径６ｃｍのシャーレ２つに各反応液１０．０ｇをそれぞれ入れ、これらのシャーレを
下記の２つの環境にそれぞれ放置した。
・環境－１
温度１５℃／湿度１０％ＲＨの環境と、温度３０℃／湿度１０％ＲＨの環境とに、前記シ
ャーレをそれぞれ１４時間ずつ放置し、このサイクルを３回繰り返した。その後、１日の
うちに、温度２３℃／湿度３５％ＲＨの環境から温度２３℃／湿度６％ＲＨの環境に条件
が変化する室内に、前記シャーレを２週間放置した。その後、反応液の状態を目視で確認
した。
・環境－２
温度６０℃／湿度２０％ＲＨの環境に前記シャーレを２４時間放置した。その後、反応液
の状態を目視で確認した。析出の評価基準は以下の通りである。結果を表５に示す。
Ａ：環境－１及び環境－２のどちらの環境においても、析出物の発生がなかった。
Ｃ：環境－１及び環境－２の少なくとも一方の環境において、析出物が発生した。
【０１１８】
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【表５】

【０１１９】
　なお、実施例１及び８の反応液をそれぞれショット瓶に入れて密栓し、温度６０℃の環
境に２週間放置したところ、実施例８の反応液はｐＨが上昇したため、反応液８の安定性
が実施例１の反応液と比較して相対的に劣っていた。
【０１２０】
　（反応液の付与量）
　上記で得られた反応液１を塗布ローラーにより記録媒体（商品名：オフィスプランナー
；キヤノン製）に塗布した。なお、この際、反応液の付与量は下記表６に示す値とした。
そして、反応液の塗布から１分後に、上記と同様の方法及び評価基準によりしっとり感の
状態を評価した。結果を表６に示す。
【０１２１】

【表６】

【０１２２】
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　なお、実施例９及び１０のしっとり感の評価結果は共にＡＡであったが、反応液を付与
した記録媒体に上記で得られたブラックインクを用いて記録したベタ画像を目視で確認し
たところ、ベタ画像の均一性は実施例９の場合のほうがやや劣っていた。
【図面の簡単な説明】
【０１２３】
【図１】インクジェット記録装置の一例を示す概略側断面図である。
【図２】図１のインクジェット記録装置に設けられた反応液残量表示部の正断面図である
。
【図３】図１のインクジェット記録装置への反応液補充状態を示す概略側断面図である。
【図４】インクジェット記録装置の一例を示す概略斜視図である。
【図５】インクカートリッジの一例を示す縦断面図である。
【図６】インクカートリッジが記録ヘッドに装着された状態を示す概略平面図である。
【符号の説明】
【０１２４】
１：記録ヘッド
２：キャリッジ
３：排紙ローラー
４：拍車
５：排紙トレイ
６：塗布ローラー
７：主搬送ローラー
８：ピンチローラー
９：ガイド軸
１０：給紙ローラー
１１：プラテン
１２：中間ローラー
１３：供給ローラー
１４：フロート
１５：反応液
１６：給紙カセット
１６Ａ：給紙カセットの搬送面
１７：給紙トレイ
１８：スプリング
１９：記録媒体
２０：注入口
２１：残量表示窓
２２：補充タンク
２３：注入機具
２７：ペーパーガイド
２７Ａ：ペーパーガイドの搬送面
４０：袋
４２：栓
４４：吸収体
４５：インクカートリッジ
５１：給紙部
５２：紙送りローラー
５３：排紙ローラー
６１：ブレード
６２：キャップ
６３：吸収体
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６４：吐出回復部
６５：記録ヘッド
６６：キャリッジ
６７：ガイド軸
６８：モーター
６９：ベルト
９０１：記録ヘッド

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】
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